
は　じ　め　に

　スポーツにかかわるファイナンス概念は，学
際的であり，かつ，現時点で明瞭な定義付けが
あるわけではない。過去著者の拙稿において，
先行研究に基づいて「スポーツファイナンス」
の定義付けを試みた。しかし，理論としての認
識と確認は，現状の実践あるいは現場状況に追
いついていないという感もある。
　現状ではスポーツ組織における資金調達は，
組織の存亡をかけた重要事項であり，企業とし
て自主・自律のためにも最優先されなければな
らない命題でもある。円滑な資金調達と明瞭な
資金運用がなされて初めて，スポーツ組織は企
業として経済活動が可能となる。
　そこで重要なのは，第１に，スポーツ組織に
おけるファイナンス概念の活用事例を検証する
とともに，第２に，当該スポーツ組織を投資対
象とした場合に，投資意思決定者が投資案件と
しての価値を見出すことができるのか，第３に，
当該スポーツ組織が投資対象として魅力ある企
業価値を創出させているのか，について考察す
ることである。
　上記３点の項目を検討するためには，スポー
ツ組織とスポンサーシップ，なかでも広告媒体
として活用されるスポーツ組織およびネーミン
グライツなどのファイナンス事例を検証する。
　なお，本稿の執筆にあたり，平成２２年度特定
個人研究として広島経済大学より研究費助成を

いただいている。

第１章　スポーツ組織の実践検証

　本章では，スポーツ組織の事例を取り上げて，
当該組織の実務にファイナンス概念がどのよう
に活用されているか収益構造と財務構造に関し
て検証する。検証の対象は，日本においてプロ
スポーツ組織として定着している NPBとＪ
リーグの両スポーツ組織としたい。なお，本章
で使用するファイナンスには財務戦略および資
金フローを意味することになる。

１.　プロ野球球団におけるファイナンス

　先にも述べたように，NPBに所属する１２球団
は，財務情報を開示していない。そのため，各
種メディアで取り上げられる財務情報は，あく
までも推計値であって確固たるエビデンスがあ
るわけではない。本来であれば，上場・非上場
にかかわらず会社法第４４０条にあるように，全て
の株式会社は毎事業年度終了後に定時株主総会
を経て遅滞なく計算書類である財務情報を公告
しなければならない。これは決算公告であり，
株主や債権者等のステークホルダーに対して，
企業の計算書類を公告することにより，当該内
容を周知させ，不測の事態の回避や取引の円
滑・安全を確保することを目的としている。し
かし，球団は公告をしないという会社法違反を
しているのが現状である。また，今日のプロ野
球は公共性を持つと同時に，親会社および球団
自体における社会的責任（Corporate Social 
Responsibility：CSR）の観点からも，経営の透
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明化を目指す意味においても，財務情報を開示
すべきである。
　１９５４年に国税庁から行われた通達「職業野球
団に対して支出した広告宣伝費等の取扱につい
て（直法 １–１４７）」がある。詳細は永田（２０１１）
を参照されたいが，概略は次のとおりである。
①親会社が球団に対して支出した金銭のう
ち広告宣伝費と認められるものは損金算
入を認める。
②球団の欠損金を補填するために親会社が
支出した金銭は広告宣伝費とする。
③親会社が球団に貸付金と処理していても
②に該当するものは損金算入できる。

　つまり，登記上も別企業である球団に対して
支出した金銭は，親会社においては広告宣伝費
として処理ができる。さらに，法的に危機的な
経営状況であるなしにかかわらず，不透明な経
営を球団が続ける結果として損失を生じさせた
にもかかわらず，親会社による球団への資金提
供が通常であれば寄附行為であるが，損金とし
て認められる。
　結果として，戦後の混乱期に国民に娯楽や夢
を与える役割を果たしてきたプロ野球は，趣味
趣向が多様化した現在においても法的に特別視
されることには疑義がある。

　表１は，２００９年度のプロ野球球団の収支を示
している。当該内容からは，損益額がプラスで
補填額がゼロの球団は巨人，阪神および広島の
僅か３球団である。それ以外の９球団は損益額
がマイナスであり，経済活動を行うために親会
社から資金の流入である補填を強いている。
① 【福岡ソフトバンクの事例】

　公表されている中で最も補填額が大きいのは
福岡ソフトバンクホークスである。親会社であ
るソフトバンク株式会社から５０億円の資金が球
団の経済活動に資金が流入している。当該金額
は，親会社であるソフトバンクは，２００９年度版
アニュアルレポートでは，セグメントとして
「その他の事業」という枠組みの中で，球団関連
に関しては CSRの一環として捉えており，連結
損益計算書の「販売費及び一般管理費」９４８,０１１
百万円のうち，５,０００百万円を球団に補填してい
る。
　補填額は損金算入されるため，実効税率４０％
と考えると概算で２,０００百万円の税負担が減免さ
れていることになる。つまり，実質的には
３０,０００百万円で球団を維持・運営し，かつ，
２,０００百万円の補助金を得ていることになる。
　こうした概念は，球団の効率的経済活動の妨
げになるばかりか，資本主義経済において自由
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表１　プロ野球１２球団の収支（２００９年度）

（出典：江本（２０１１），２４頁）



競争を妨げることにもつながる。NPBに属する
１２球団の親会社のみが，こうした税務上の優遇
を担保として球団経営を行うことは，他のス
ポーツ組織も含めて成長および発展を阻害する
ことになる。
② 【横浜ベイスターズの事例】

　２０１０年秋に横浜ベイスターズの売却問題が浮
上した。横浜の売却は，成績低迷，球団経営の
赤字（年間２０億円）ということから，球団の株
式の７割を保有するTBSホールディングスが検
討をはじめた。結果としては，白紙撤回になっ
たが，球団経営の厳しさが明確となった。
　図１は，球団と株式会社横浜スタジアムとの
関係を資金フローで示したものである。概要と
しては，球団は主催試合（年間約６５試合）を横
浜スタジアムで行い，球場の施設使用料として
約８億円をスタジアム側に支払う。一方，スタ

ジアム側は，スポンサーによる球場での広告料
収入（約１０億円）とスタジアムでの飲食・グッ
ズ販売等収入（約１５億円）の収入があり，その
うち約３億円を広告収入等の分配金として球団
に支払うこととなっている。つまり，球団はス
タジアム使用料を全額支払い，広告収入等の一
部をスタジアムから受け取るというビジネスモ
デルになっている。本来であれば，スポンサー
広告収入や飲食・グッズ販売収入は球団が受け
取るというのではなく，スタジアム側が受け取
ることで球団としては差し引き約３０億円を年間
スタジアムに支払っていることになる。球団に
はスタジアムでの営業権がないことが問題であ
り，資金のアウト・フローが重なってしまって
いる。同時に経済の混迷で親会社の業績悪化と
いう事態が生じたため，球団を保有することに
限界が生じたことで，売却問題が生じることと
なった。
　ここで，明確となった課題は，スタジアム営
業権であるが，民間企業によるスタジアムと行
政によるスタジアムという場合で異なってくる。
前者では，営業権が球団とは別企業となり，後
者では，球団自体が行政からスタジアムの指定
管理者を委託されて営業権を保有する。
　２００９年度では１２球団中半数の６球団がスタジ
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図１　球団とスタジアムの関係
（出典：中国新聞２０１０．１０．２８付）

表２　スタジアム営業権



アムの指定管理者の委託を受けている。球団の
経営としては，スタジアムでの営業権が保有で
きるかどうか，課題の１つであることは間違い
ない。
　課題としては，日本型球団経営の根本的な改
革が必要と考える。一企業による球団保有は，
経済状況に左右されて保有するだけの財務体質
を維持することは厳しい。一企業による資金的
限界があるならば，メジャーリーグ型の複数
オーナー制によってスポーツ組織としてのファ
イナンスを安定させなければならない。球団に
おいて，資金に限界があれば，選手・スタッフ
の確保ができなくなり，チームが弱くなれば魅
力が減少してしまう。それによって，メディ
ア・コンテンツとしても魅力がなくなり放映権
収入，入場料収入は減少し「負のスパイラル」
に突入してしまう。増大するのは選手の年俸だ
けであり，それをファイナンスするだけの資金
は球団には現状では極めて厳しい状況である。
個々の球団だけの成功ではなく機構全体での成
長・発展が，プロ野球の復権につながることは
いうまでもない。

２.　Ｊリーグクラブにおけるファイナンス

　NPBのアンチテーゼとして，ＪリーグはＪク
ラブ経営の透明性向上のために，全所属クラブ
の財務情報を毎年開示している。NPBと大きく
変わっているのは，Ｊリーグの統括機構が，全
クラブの放映権，商標権を一括管理しており，
年間収入は１２０億円を超え，NPBの２倍超と
なっている。しかし，今後リーグの収支に変化
が現れる兆しがある。２０１１年までＪリーグの放
映権を持つCS放送「スカイパーフェクトTV！
（スカパー！）」が年間５０億円の独占契約を継続
しない恐れがある。スカパー！は２００７年から５
年契約でＪリーグの独占放映権を獲得した。し
かし，①有料放送の加入者の伸び悩み，②高額
な放映権料が問題となり，契約延長は厳しい状

況にある。年間５０億円はＪリーグ統括機構の収
入約４０％を占めるため，配分金として各クラブ
に分配される原資が減少することは，各クラブ
の収入に影響を及ぼし，クラブ経営に大きなマ
イナス要因となる。
　各クラブの収支構造は，営業収入として①広
告料収入，②入場料収入，③Ｊリーグ配分金，
④その他から構成され，営業費用は①事業費，
②人件費，③一般管理費となっている。
　２００９年度に，J１ と J２ のクラブが得た収入総
額は約７５５億円で経費が７８２億円となっており，
２７億円のマイナスとなっている。また，各クラ
ブ資本金の合計が１７４億円で，累積赤字が１４４億
円であるため，今後３０億円のマイナスが生じて
しまえば資本金と並んでしまう。図２は，２００９
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（出典：Ｊリーグ HPより作成）
図３　J１ クラブの営業費用構成

（出典：Ｊリーグ HPより作成）
図２　J１ クラブの営業収入構成



年度 J１ クラブの営業収入の平均構成であり（単
位：百万円），図３は同様に営業費用の平均構成
である。ここで着目しなければならないのは，
入場料収入が広告料収入の半分にも満たないこ
とである。各クラブの経営努力が足りないと早
計に片づけてしまうこともできるが，課題はそ
れだけではないように思える。
　過大に依存している広告料収入は，ユニホー
ム等の命名権，スタジアム内外の広告看板から
の収入であり，クラブに出資している企業が広
告スポンサーとなっていることが極めて多い。
重要なのはクラブ経営の財政的援助であり，ス
ポンサーの在り方について再考する必要がある。
支出については，人件費が全支出の３０％であり，
広告料収入だけでは原資が担保できない状況で
ある。２００５年からの５年間では，営業費用が営
業収入を若干上回っており，その補填は親会社
の支援に頼っていることになる。特に，人件費
支出は約１,６００百万円であるが，広告料収入は約
１,５００百万円であるため，現状ではクラブの営業
活動に依拠したスポンサーからの支援で賄われ
ているとみても良いが，世界同時不況と景気回

復の遅延により，今後の継続性が課題である。
　また，２０１３年シーズンから，クラブライセン
ス制度が導入される予定である。その概要は，
３年連続で赤字を出したクラブは，J１ からJ２ に
降格させる方向で調整されている。ライセンス
審査は５項目あり中核は，①育成年代の整備，
②競技場の整備，③財務・法務の３つである。
特に，財務では大分，東京Ｖなどの経営危機が
表面化しているが，それ以外にも，仙台，札幌，
新潟は行政からの援助があるが，それがなくな
れば問題である。出資会社が大企業の柏や大宮，
横浜 F・M は累積赤字が資本金を上回ってお
り，通常の企業であれば倒産である。また，東
京Ｖ，広島は増資を行って破綻を逃れており，
さらに東京Ｖは減損処理で累積赤字を一掃する
手段を講じている。
　２０１２年６月にはライセンス申請を締め切る見
込みではあるが，公式参加条件を明確にし，
リーグ価値向上のためにクラブに対して大きな
犠牲を強いる状況となっている。
① 【イレブンミリオンの失敗】

　Ｊリーグは，２０１０年度の年間総入場者数１,１００
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表３　J１ クラブの集客状況

（出典：Ｊリーグ HPより作成）



万人を目標にするイレブンミリオンプロジェク
トという広報活動を行った。結果としては，Ｊ
リーグ主管公式戦での総入場者数は８,６４５,７６２人
（２００９年度：９,５７１,０７９人）であり，前年度より
約９３万人減少したことにより，目標入場者数に
は達しなかった。
　入場者数が減少したことには要因がある。第
１にＪリーグ主管公式戦総試合数が減少した。
２００８年は６９８試合，２００９年は８４１試合，２０１０年は
６４８試合であった。試合数が減少した理由は， 
J２ の試合形式が３回戦総当たりから２回戦総当
たりに変更され，総試合数４５９から３４２試合にな
り，１１７試合も減少することとなった。第２に，
スター選手８名の海外移籍が重なったこともあ
る。この移籍に関して金銭的保証はなく，移籍
金ゼロということでクラブ経営には大きなマイ
ナス要因にもなっている。これについては後述
する。第３に，記録的猛暑であった天候がある。
第４に，名古屋の優勝が早期に決定し，リーグ
全体の盛り上がりにはマイナスとなった。
　入場者がもたらすチケット購買は，クラブ運
営で営業収入の約２０％を占める。確かに，試合
前イベントやスタジアムグルメ等でスタジアム
というコンテンツは充実してきたかもしれない。
しかし，表４にあるように，各クラブの集客率
トップ（清水：８１.８％）と最下位（広島：
４１.４％）では２倍の差があるということは，努

力不足という言葉では片づけられないように思
える。
② 【移籍金ゼロ】

　Ｊリーグは２００９年オフから選手の移籍金を撤
廃することとなった。その結果，表５のように
２０１０年はスター選手の多数が海外クラブへ移籍
し，Ｊリーグの空洞化をもたらした。選手を放
出したクラブは，代替の選手の獲得に奔走し，
結果，クラブの経営を逼迫させる事態となって
いる。
　Ｊリーグにおける移籍金は，選手が移籍をす
る際に，それまで所属していたクラブに対して
移籍先のクラブが支払う金額である。金額は一
律ではなく，選手の基本給に移籍係数を掛けた
金額が移籍金となる。移籍係数は年齢が若いほ
ど高く，満２９歳の選手まで設定されている。満
３０歳にならなければ「移籍金なし」で移籍する
ことはできないというのが現行のルールである。
　移籍金が設けられてきた最大の理由は，戦力
均衡した拮抗するゲームによるリーグ全体の盛
り上がりを考えていたものである。また，①若
くて有望な選手の引き抜きや横取りを防ぐこと，
②資金力のあるチームに戦力が集中しないよう
にすること，が理由であり俯瞰した場合には
リーグ全体の成長・発展を目指したものである。
　移籍金撤廃のメリットは，選手が多くのメ
リットを享受するだけであり，育成してきたク
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表４　日本人選手の海外移籍金

（出典：産経新聞２０１１．２．２付）



ラブにとっては，メリットがないように思われ
る。確かに，選手育成のために投資した資金は
付加価値を含めて多額である。こうしたクラブ
側の防御策として「複数年契約」があるが，結
果的にクラブの営業支出である人件費を膨張さ
せることにつながり，親会社の支援も景気に左
右されるため，拡充は見込めない厳しい経営環
境が想定される。育成型のクラブでは，経営戦
略を余儀なく変更しなければならない場合も生
じる可能性がある。

３.　ネーミングライツによるファイナンス

　近年，ネーミングライツ（naming rights：命
名権）を導入する施設に関した事例が多い。
ネーミングライツは，「公共施設などに企業名や
商品ブランドなどを冠する権利を与える代わり
に施設運営者が企業から代金を受け取る仕組み」
と定義することができる。
　日本においては，２００３年に「味の素スタジア
ム（旧称：東京スタジアム）」に導入されて以降
から注目を集めはじめ，今日では多くの施設運
営者が命名権の導入に積極的な姿勢を示してい
る。現在（２０１１年４月現在）では，スポーツ施
設をはじめとして劇場，駅名，道路等，契約満
了を含めると１６２ほどの事例が国内で確認され

る。
　図４にあるように，命名権を導入する効果を
４つの区分に分けて示した。命名権を取得した
スポンサー企業においては，マスメディアなど
に企業名および商品名が露出されることによる
認知度の向上が考えられ，広告宣伝効果が期待
できる。施設においては，命名権契約期間の安
定的収益が確保され，施設の維持および管理に
関した計画が行える。また，地域社会において
は，施設の安定した維持および管理による施設
サービスが向上され，施設の利用度が増大すれ
ば地域への活性化をもたらすことにつながる。
一方，施設を利用するスポーツ組織においては，
維持および管理が徹底された施設を使用するこ
とにより利便性等が向上され，選手などの怪
我・故障が低減されることが期待できる。
　２０１０年帝国データバンクにより，命名権取得
企業の実態調査が行われた。同調査は，２００２年
から２０１０年６月末までに公共施設の命名権を取
得した企業９９社について調査分析を行っている。
　同調査では，命名権取得企業９９社の平均取得
年額は約２,７５４万円，平均命名期間は約４５.４ヵ月
（約３年９ヵ月）となった。命名した施設のうち
最多はスポーツ施設の５８で，取得企業の業種は
製造業の３０社が最多であった。最高年額は，
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２００５年の日産自動車による「日産スタジアム」
等の４億７,０００万円であった。
　同調査の結果として，２００７年を境に命名権成
約件数が急増しているが，逆に，平均年額が減
少傾向にあることが判明した。２００７年はリーマ
ンショックに端を発した世界同時不況が始まっ
た年であり，命名権成約の平均年額低下は影響
を受けていることが推察できる。また，スポー
ツ組織の競技成績という不確定要素により，企
業は慎重になっていることも考えられる。

　また，２０１０年は命名権の契約更新が相次い
だ。契約期間５年で年額４億７,０００万円の「日産
スタジアム」は，景気後退に伴った企業の広告
宣伝費の大幅削減により，契約期間３年で年額
１億５,０００万円として従来の日産自動車が契約締
結した。しかし，アメリカにおいては，命名権
の相場が下落しているわけではない。スーパー
ボールが開催された Sun Life Stadiumのように
契約期間５年で年額４億円と推定できる契約を
行っている。つまり，命名権に関して，日本で
の独自の原因があると考えられる。
　第１に，命名権による成功事例としてのビジ
ネスモデルが確立されていないこと，第２に，
CSR効果のジレンマである。日本においては，
主に企業名称の PRもしくは社会貢献の一環と
して命名権が活用されていることにある。単に，
「広告宣伝の場」，「社会貢献活動の場としての活
用」にとどまっており，アメリカのように，
「ショールーム」，「ビジネスモデル検証の場」
としての活用がなされていない。命名権成約企
業の製品および技術力をアピールして商機に結
び付け，販売促進の新たなチャネルとして活用
するという戦略が行われていない。つまり，企
業におけるビジネス上のメリットを最大限に活
かし切れていないと言わざるを得ない。こうし
た命名権成約企業を中心としたステークホル
ダーのメリットを最大化できるような「仕掛け」
づくりが大切であり，施設運営者と企業のより
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表５　命名権成約件数と平均年額

（出典：TDB（２０１０.９.８.付）， ２頁）

表６　形態と件数

（出典：TDB（２０１０.９.８.付）， ２頁）

表７　命名権取得年額ランキング

（出典：TDB（２０１０.９.８.付）， ２頁）



連携したビジネスモデルの確立が必要と考える。
　今後，日本における命名権の導入は，スポー
ツ施設にかかわらず企業の新たなビジネス機会
拡大という戦略に基づいた投資案件という意味
合いが根付かなければならない。また，施設運
営者においては，安定した高額のキャッシュ・
イン・フローと考えて，両者のメリットを明確
にしなければならない。命名権が単に広告活動
および社会貢献的なものという位置づけから脱
し，行政，企業を巻き込んでの競争力強化のた
めのコンテンツとして浸透していくことが，日
本のスポーツ界発展に寄与するという視点から
も望ましいだろう。

第２章　投資対象としての質的向上

　本章では，スポーツ組織において競技という
「商品」を「競技場」を使用することによって販
売する「空間エンターテイメント」および「ス
ポーツ組織」自体を投資家による投資対象とい
う視点から検証する。つまり，一般企業におけ
る投資対象として，①スポーツ組織および②競
技場での命名権およびスポンサー広告等を検討
する際に，投資額に見合ったリターンを生じさ
せるためには，競合する投資対象と比して，優
れた魅力がなければならない。
　スポンサーまたは潜在的スポンサーである企
業のキャッシュ・アウト・フローから得られる
リターンが投資に見合うと判断されるためには，
スポーツ組織および競技場が投資対象としての
質的向上が求められる。したがって，当該投資
対象における競合投資対象との差別化を考察す
るとともに，質的向上の施策を検証する。

１.　投資対象としての質的向上

　スポーツ組織が投資対象として検討されるた
めには，競合する他の投資対象と比して，低額
のコストで安定した高リターンが求められる。
具体的に，スポーツ組織等が，①魅力を最大限

にすること，②IR活動を徹底させることという
２つの要素を検証し，スポーツ組織における効
率的な経済活動を検討してみる。
①魅力を最大限に高める

　スポーツ組織において，競技を行う「場」で
ある施設は，必要不可欠な要素であるが，当該
組織自体が施設を保有することは極めて困難で
ある。通常，行政により建設された競技場を活
用し，「ゲーム」という商品を販売する。ここで
重要なのは，スポーツは「場」と「ゲーム」が
複合的に絡み合った「空間」エンターテイメン
トということである。つまり，競技場自体に魅
力をもたせることも重要な戦略の１つとなりう
る。そこで，競技場の魅力とは立場によって
違ってくる。スポーツ組織において重要になる
ことは，集客力があることである。交通アクセ
ス等の課題がなく，容易にゲームを観戦できる
ことである。アスリートにとっては，グランド
の整備状態や設備・備品等の利便性が高いこと，
観戦者との距離感もあるだろう。観客にとって
は，交通アクセス，ゲーム観戦のしやすさ（選
手との距離感），飲食関連等の顧客満足度を高め
るコンテンツが挙げられる。スポンサー企業に
おいては，競技場の稼働日数をはじめとした露
出が多いことが挙げられる。露出が増えなけれ
ば，スポンサーの名称を観客かつ消費者の目に
あたることもなく，浸透することもない。多く
の消費者にスポンサー名称を浸透させるには，
観客動員やメディア放映が重要となる。
　確かに，チームが強いことも必要であるが，
チームの編成は競技場運営者等の範囲外であっ
て変更が加えられるものではない。競技場とい
う空間の魅力を，スポーツ組織をはじめ，アス
リート，観客およびスポンサーに対して，いか
にして高められるかということに着目しなけれ
ばならない。主体は競技場運営者である。当然
ながら，観客に向けた対策だけではなく，メ
ディアに向けた施策も必要である。つまり，露
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出は複合的な要素から構成されるため，各競技
場およびスポーツ組織がおかれている状況を考
慮して，「稼働日数」，「メディア放映回数」，
「観客動員数」という３つの要素を検討しなけれ
ばならない。
　競技場の命名権を投資案件として考えた場合，
露出度が少ない競技場の投資リスクは契約金で
ある一方で，リターンはほとんど考えられない。
そのため，競技場だけではなく，交通の駅名，
道路等を含めることで，スポンサー候補企業に
とって魅力的であることをアピールしなければ
ならない。
　命名権を投資案件として検討するスポンサー
企業は，スポーツ施設である競技場の魅力も当
然ながら，スポーツ組織によるゲームという商
品の魅力も同時に検討する。いかに優れた施設
であっても，空間エンターテイメントとして成
り立つためには，魅力あるスポーツ組織によっ
て商品であるゲームが行わなければならない。
② IR活動を徹底させる

　近年，インターネットを活用する個人投資家
が増大している。こうした状況になった理由に
は，①手数料が安価になったこと，②投資対象
に関する情報が容易に入手できるようになった

ことがある。①はオンライン証券等のWebを活
用することで，手数料が低減された。②はイン
ターネットを活用することで，企業の財務情報
が HPより閲覧が可能となり，投資対象間の比
較可能性が高まることとなった。同時に，企業
は投資家への広報活動である IR活動（Investor 
Relations：IR）を積極的に行うようになった。
これは，投資家の意思決定に関する判断を的確
に行わせるためであり，企業は投資家をはじめ
とするステークホルダーに対して説明責任
（accountability）を認識しているためである。し
かし，観客動員数に関する不適格な情報を提供
する問題や，当該組織の財務情報を公告しない
問題がスポーツ組織にあるのが現状である。今
後，スポーツ組織においては法令遵守（compli�
ance）という概念を再考し，一般企業と同様に
利害関係者に向けた説明責任を果たすことが今
以上に求められる。
　結果として，スポーツ組織は，親会社からの
資金調達による実質的な子会社化から脱却する
ことが可能となり，広く国内外の投資家から資
金調達が可能となる。また，財務基盤が強固さ
れたスポーツ組織は継続企業として魅力度が向
上し，商品であるゲームおよび使用する競技場
という投資案件の質が向上することにつながる。

２.　広告宣伝媒体としてのスポーツ組織

　スポーツ組織は，親企業およびスポンサー企
業からみた場合には広告宣伝媒体である。法人
税法上，スポーツ組織に支出された資金は，広
告宣伝費として認められることは既述したとお
りである。このことから，法的根拠を基に，ス
ポーツ組織は親会社およびスポンサーとしての
出資企業の広告宣伝を担うことが明記されてい
る。
　広告宣伝は，将来企業にもたらされると考え
られるキャッシュ・イン・フローのための先行
投資であるという見方もできる。この場合，投
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資は将来において投資額以上のリターンが期待
される。当該リターンは，企業・商品名の露出
アップとそれに伴う売上増大，企業価値の向上
および株価の向上等が考えられる。換言すれば，
スポーツ組織への投資は，親会社およびスポン
サー企業における企業価値の向上を目指すもの
であり，ブランド価値の向上をもたらす。当該
取り組みは，短期間での達成は目指すものの，
長期間において達成されることが多い。長期的
な企業の成長のためには，取り組みの原資とな
る資金投資が必要であり，スポーツ組織および
競技場運営主体においては，貴重な収益となる。
　一般企業における投資対象としては，①ス
ポーツ組織へのスポンサーシップ（ユニホーム
への企業・商品名の露出，スポンサードゲー
ム，組織への資金援助等）および②競技場での
ネーミングライツ等が挙げられる。当該投資の
目的は，ⓐ広告宣伝効果およびⓑ社会貢献活動
の一環等といった２つの要因が挙げられる。「２
つの要因」に共通するのは，親会社や既存のス
ポンサー企業においては，スポンサーシップを
継続させるかどうかという検討を行う。つまり，
当該企業において，「２つの要因」が達成された
かどうかが重要であり，投資したコストに対し
て期待していたリターンが得られたかどうかで
ある。
　しかし，当該投資対象は，期待リターンを必
ずもたらすわけではなく，リターンを認識およ
び測定する基準も明確には存在しない。一般企
業では，投資コストは景気変動に左右される。
既存の親会社およびスポンサー企業の撤退が相
次ぎ，スポーツ組織が休部・廃部されることと
なり，継続することが危ぶまれている。した
がって，既存の親会社およびスポンサー企業だ
けに頼らず，新規開拓が必須である。以下，２つ
の事象をまとめてみる。
①スポーツ組織へのスポンサーシップ

　新規スポンサー企業に対しては，スポーツ組

織の財務基盤が強固であり，継続可能であるこ
とを認識させなければならない。そのためには，
現在遅れている IR活動を積極的に行うことで，
国内外の企業のみならず，個人投資家に向けた
財務情報の開示が必要である。企業および個人
を含めた潜在的投資家に向けて，財務情報を公
開することで，投資意思決定に関する的確な情
報をタイムリーに提供しなければならない。
②競技場のネーミングライツ

　はじめに，競技場の命名権によるスポンサー
側のメリットを明確にしなければならない。最
長５年という日本での命名権契約期間は，投資
を回収するには短すぎると思われる。そのため，
短期より長期契約のメリットを創出する必要が
ある。あくまでも企業・商品名を地域に浸透さ
せることで，当該企業の収益を増大させること
が重要である。また，命名権の高額契約を優先
させるよりも，競技場を運営するために安定し
た収入が見込める仕組みを構築させなければな
らない。
　上記２つの事象は，結果としてスポンサー企
業側に期待リターンをもたらすと同時に，投資
目的の要件を満たさなければならない。一方，
投資対象とされるスポーツ組織および競技場は，
安定的収益の確保がなされなければならず，当
該思惑の一致が必要条件である。

お　わ　り　に

　本稿の前半では，「ファイナンス」に含まれる
財務戦略および資金フローの概念から日本にお
いてプロスポーツ組織として定着している NPB

とＪリーグの両スポーツ組織の事例を取り上げ
て，当該組織の実務にファイナンス概念がどの
ように活用されているか収益構造と財務構造に
関して検証した。ここでの課題は，スポーツ組
織においては財務における説明責任を行ってい
ないということが明確となった。透明性のある
経営活動を行うことで，企業としての自律を促
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し，資本主義社会における自由競争を行うこと
も今後の課題である。
　後半では，スポンサーにおいて，スポーツ組
織は投資案件の１つということを考慮し，ス
ポーツ組織においてスポンサーシップとして資
金の流入を容易にさせるための当該組織の質的
向上を考察した。スポーツ組織における質的向
上は，当該組織の企業価値であると同時にブラ
ンド価値であり，双方の価値を高めることでス
ポンサーからの資金調達を円滑にしなければな
らない。現状のように，単なる数多くある広告
媒体の１つとしてスポーツ組織が選択されてい
ることから脱却し，スポーツ組織の持つブラン
ド価値にはじまって，企業価値を，他の産業の
企業とは明確に異なることをスポンサーおよび
投資意思決定者に認識させなければならず，そ
れは個々のスポーツ組織が取り組むには限界が
あり，統括組織である NPBや Jリーグがビ
ジョンとして打ち出すことが重要であると考え
る。
　なお，次号において，スポーツ組織における
価値評価の実証を試みる。
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